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3 企業規模別状況（民間企業） 
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6 昭和51年改正法以前の身体障害者雇用率の実状 

(注) わが国における身体障害者雇用率は,昭和35年の身体障害者雇用促進法の制定と同時にス

タートしたが,昭和51年から施行された同法の改正以前は雇用主の努力義務とされ，法律上の

義務とされたのは,同改正法以後である。ここでは，51年改正法以前の制度下における雇用率

の動向を示す。なお，旧法下における民間の雇用率は次の通り。 

  現場的事業所 1.1％ 
 昭和35年法制定時 
  事務的事業所 1.3％ 

 昭和43年改正 純粋の民間事業所 1.3％(現場的，事務的の区分廃止) 

 

 (1) 民間事業所における身体障害者雇用率の年度別状況 

 (各年 10 月 1 日現在) 

 

資料出所  労働省「民間事業所における身体障害者雇用状況調査」 

  (注)   対象事業所は,純粋の民間事業所である。 
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